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議第７３号 

 

   令和７年度安来市下水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和７年度安来市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水洗化人口                   ２６，９９７人 

（２）年間有収水量               ２，３７３，３４５㎥ 

（３）一日平均有収水量                 ６，５０２㎥ 

（４）主な建設改良事業 ア）汚水管渠整備事業    ５５５，４００千円 

            イ）浦ケ部雨水渠整備事業   ８１，７００千円 

            ウ）農業集落排水更新事業  ２２０，０００千円 

            エ）公共浄化槽等整備推進事業 ５１，９００千円 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収     入 

 第１款 下水道事業収益           １，７３０，１７１千円 

  第１項 営業収益               ７６３，８６０千円 

  第２項 営業外収益              ９６６，３１１千円 

 

支     出 

 第１款 下水道事業費用           １，６９９，７６１千円 

  第１項 営業費用             １，５８５，５９１千円 

  第２項 営業外費用              １１２，６７０千円 

  第３項 予備費                  １，５００千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資

本的支出額に対し不足する額５５２，９９４千円は、消費税及び地方消費税資本

的収支調整額６１，１３８千円、引継金８５７千円、過年度分損益勘定留保資金

１３２，４２２千円及び当年度分損益勘定留保資金３５８，５７７千円で補てんす

るものとする。） 

 

収     入 

第１款 資本的収入               １，８４５，９４１千円 

 第１項 企業債                １，２３４，４００千円 

 第２項 他会計補助金               １８２，２８４千円 

 第３項 他会計負担金               １６６，２５１千円 

 第４項 負担金等                  ２３，０２６千円 

 第５項 補助金                  ２２８，９６２千円 

 第６項 その他資本的収入              １１，０１８千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出               ２，３９８，９３５千円 

 第１項 企業債償還金             １，３９６，３００千円 

 第２項 建設改良費                ９９０，１３５千円 

第３項 その他資本的支出              １１，０００千円 

第４項 予備費                    １，５００千円 

 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

定める。 
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事  項 期  間 限度額 

下水道事業水洗便所改造

資金融資あっ旋に伴う損

失補償 

水洗便所改造資金融資

あっ旋を行う期間 

安来市のあっ旋により、

市内金融機関が融資した

下水道事業水洗便所改造

資金について、借受人が

償還すべき日を 3 箇月以

上経過してもなお償還で

きなかった場合の残元

金、利子及び遅延利息に

相当する金額 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと 

定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法 

公共下水道事業 357,100 
 

 

普 通 貸 借 

又は 

証 券 発 行 

 

年 4.0％ 

以内 

 
但し、利率見

直し方式で

借り入れる

資金につい

て、利率の見

直しを行っ

た後におい

ては、当該見

直し後の利

率 

政府資金については、そ

の融資条件により、銀行そ

の他の場合には、その債権

者と協定する。 

ただし、企業財政の都合

により、据置期間及び償還

期限を短縮し、もしくは繰

上償還又は低利に借換える

ことができる。 

特定環境保全公共

下水道事業 
3,900 

農業集落排水事業 220,000 

公共浄化槽等整備

推進事業 
34,500 

流域下水道事業 58,700 

資本費平準化債 535,600 

下水道事業債（特

別措置分） 
24,600 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１，２００，０００千円と定める。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。 

 （１）営業費用と営業外費用の相互間 

 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に 

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

 （１）職員給与費               ９２，０２３千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の経営安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金

額は、１，０６１，９４０千円である。 

 

 

  令和７年３月３日 提出 

 

 

                      安来市長 田 中 武 夫   

 

 

 



収　　　入 （単位：千円、税込額）

款 項 予定額 備　考

1 下水道事業収益 1,730,171

1 営業収益 763,860

1 下水道使用料 569,812

2 その他営業収益 194,048 雨水処理に係る他会計負担金外

2 営業外収益 966,311

1 受取利息及び配当金 1

2 他会計補助金 7,238

3 他会計負担金 534,178

4 長期前受金戻入 412,040

5 消費税及び地方消費税 2,800

6 雑収益 10,054 工事負担金外

支　　　出 （単位：千円、税込額）

款 項 予定額 備　考

1 下水道事業費用 1,699,761

1 営業費用 1,585,591

1 管渠費 97,456

2 ポンプ場費 73,720

3 処理場費 282,245

4 総係費 23,026

5 流域下水道管理運営費負担金 112,400

6 減価償却費 996,744

7 資産減耗費 0

2 営業外費用 112,670

1 支払利息及び企業債取扱諸費 112,300 企業債利息外

2 消費税及び地方消費税 0

3 雑支出 370

3 予備費 1,500

1 予備費 1,500

令和７年度安来市下水道事業会計予算実施計画

目

目

収　益　的　収　入　及　び　支　出
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収　　　入 （単位：千円、税込額）

款 項 予定額 備　考

1 資本的収入 1,845,941

1 企業債 1,234,400

1 企業債 1,234,400

2 他会計補助金 182,284

1 他会計補助金 182,284

3 他会計負担金 166,251

1 他会計負担金 166,251

4 負担金等 23,026

1 受益者負担金 11,309

2 工事負担金 7,200

3 受益者分担金 4,517

5 補助金 228,962

1 補助金 228,962

6 その他資本的収入 11,018

1 水洗便所改造資金貸付金預託金 11,000

2 その他資本的収入 18

支　　　出 （単位：千円、税込額）

款 項 予定額 備　考

1 資本的支出 2,398,935

1 企業債償還金 1,396,300

1 企業債償還金 1,396,300

2 建設改良費 990,135

1 管路建設改良費 614,150
汚水管渠整備工事、浦ケ部雨水
渠整備工事外

2 処理場建設改良費 302,085 浄化槽設置工事外

3 流域下水道建設費負担金 58,900

4 単独下水道建設費負担金 15,000

3 その他資本的支出 11,000

1 水洗便所改造資金貸付金預託金 11,000

4 予備費 1,500

1 予備費 1,500

資　本　的　収　入　及　び　支　出

目

目
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益（△は純損失） 26,504

　減価償却費 996,744

　固定資産除却費 0

　引当金の増減額（△は減少） △ 146

　長期前受金戻入額 △ 412,040

　受取利息 △ 1

　支払利息 112,300

　未収金の増減額（△は増加） 3,195

　未払金の増減額（△は減少） △ 5,500

　前払金の増減額（△は増加） 0

　その他流動資産の増加額 0

　その他流動負債の減少額 0

　小計 721,056

　利息及び配当金の受取額 1

　利息の支払額 △ 112,300

　　業務活動によるキャッシュ・フロー 608,757

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 840,744

　無形固定資産の取得による支出 △ 67,182

　補助金等による収入 524,128

　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 383,798

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　企業債による収入 1,234,400

　企業債の償還による支出 △ 1,396,300

　預託金の戻入による収入 11,000

　預託金の預入による支出 △ 11,000

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 161,900

資金増加額 63,059

資金期首残高 711,259

資金期末残高 774,318

令和７年度安来市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

(間接法により作成）
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　　（１）　総　括

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

　　ア  会計年度任用職員以外の職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※短時間勤務職員なし

　　イ  会計年度任用職員

区　分

本年度

前年度

手　 当 比　較

の 区　分

内　 訳 本年度

前年度

比　較

※（　　　）内は短時間勤務職員（外書き）

給 料

報 酬 給 料特別職

122,998

手当

29,317

63,713 108,585 14,413

手当 計

798 10,589 8,897 2,000 1,307 1,412 1,638

238 △ 154 △ 34,289 △ 34,205

14

給　与　費　明　細　書
（単位：千円）

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

本　　年　　度

前　　年　　度 12 44,872

88,46212 44,718

一般職

合 計 備 考
特別職 一般職 報 酬

比　　　　　較 △ 154

扶 養 手 当 期 末 手 当

△ 34,396 △ 34,550

235

1,323

△ 240
管理職員特別

勤務手当
退職手当負担金

勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当

前　　年　　度 1,884 796 3,1482,680 468

413238 107比　　　　　較

385 322

宿日直手当 特殊勤務手当
管理職員特別

勤務手当

442 372

（単位：千円）

合　　　計 備　　　　考

89

89

住 居 手 当

（単位：千円）

3,5613,025 536

796

107

903

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費

14,881

比　　　　　較

3,592 34,701

区　　　分
職員数(人） 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費

126,146

△ 34,123

57 50

本　　年　　度 13 2,122 44,718 30,220 77,060 14,963 92,023

前　　年　　度 13 1,884 44,872 64,509 111,265

82

（単位：千円）

扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 時間外勤務手当 管理職手当 通 勤 手 当 住 居 手 当

1,374

△ 240 86 285 30 264

1,038 10,503 8,612 2,000 1,307 1,382

(1)

3,579 30,220

本　　年　　度

△ 13 △ 34,701

3,579 29,317

宿日直手当

798 10,147 8,525

△ 13 △ 34,701

64,509

合　　　計宿日直手当 特殊勤務手当
管理職員特別

勤務手当
退職手当負担金 退職給付費引当金 その他

2,000 1,307

退職給付費引当金特殊勤務手当

1,038 10,118 8,290

26429

63,713

△ 34,396

備 考
一般職 計報 酬 給 料 手当

3,592

特別職

(1)

合 計

2,122 903

34,701

△ 34,289

345 68

その他 合　　　計

△ 34,536

（単位：千円）

住 居 手 当

（単位：千円）

74,035

法定福利費 合 計 備 考

14,427

1,638

1,3742,000 1,307 1,293

30

計
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　　（２）　給料及び職員手当の増減額の明細
（単位：千円）

　配置換
　その他

制度改正の状況
期末・勤勉手当改正月数

制度改正実施時期

　　（３）　給料及び職員手当の状況

ア．職員一人当たり給与

イ．初　任　給

区　　分 増 減 額

給与改定の状況
平均3.0%

給与改定実施時期 6年4月

6年12月

その他の増減分 △ 35,294

  扶養手当 △ 240

  期末手当 529
  勤勉手当 476

　退職手当負担金 △ 13

　

給　　料 △ 154

給 与 改 定
に 伴 う 増 減 分

1,536

給与改定率

昇 給
に 伴 う 増 加 分

その他の増減分 △ 1,690
△ 1,690

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　　明

  配置換

0.1月分

0

△ 593

　採用

　採用
　退職

△ 34,701
  管理職手当

　退職
  勤勉手当 △ 191

備　　　　　　　考

  期末手当 △ 443

  その他

大　　学　　卒 213,600 － 213,600 －

技能労務職

△ 34,701
　その他 0

△ 34,289

制 度 改 正
に 伴 う 増 減 分

1,005

  時間外勤務手当 0

　住居手当

　退職給付費引当金

令和6年1月1日現在

平均給料月額

職員手当

315,818 －

平均給与月額

381,259 －

353,103 －

平　均　年　齢 38歳10月 －

  通勤手当 30
264

高　　校　　卒 188,000 － 188,000 －

（単位：円）

区　　　　　　　　　分 一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

令和7年1月1日現在

平均給料月額

平　均　年　齢 42歳11月 －

（単位：円）

区　　　　　分 一般行政職 技能労務職
一　般　会　計　の　制　度

一般行政職

337,800 －

平均給与月額
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　　　ウ．級別職員数

　※構成割合については、表示単位未満四捨五入のため合計が１００．０％にならない場合があります。

　　　（級別の基準となる職務）

区　　分

　　　エ．昇給

6号給  （人）

6号給  （人）

令和7年1月1日
現在

1　　級 4 36.4 1　　級

3　　級 1 9.1 3　　級

4 36.4 4　　級

7　　級

７級

一般行政職
主　事

区　　分
一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

5　　級 1 12.5 5　　級

4　　級

9.1 5　　級

2　　級

100.0 計

1 9.1 6　　級

2　　級

6　　級

5　　級 1

3　　級 1 12.5

計

3　　級

7　　級 7　　級

6　　級 1 12.5

11

令和6年1月1日
現在

1　　級 1 12.5 1　　級

6　　級

2　　級 2　　級

4　　級 4 50.0 4　　級

7　　級

１級

計 8 100.0 計

２級 ３級 ４級 ５級 ６級

主任主事
主　任 主　幹 課　長

技　師 主任技師

主　査
専門官
企画員

部　長

次　長

一　般　行　政　職　に　準　ず　る

1

技能労務職

#DIV/0!比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 100.0 100.0

一般行政職 技能労務職

本 　年　 度

昇給に係る職員数（Ｂ）　（人） 11 11

　昇給別内訳

1号給  （人）

区　　　　　　　　　分 合計
職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 11 11

2 2

5
　昇給別内訳

2号給  （人）

8 8

1

4号給  （人）

8号給  （人） 2 2

8 8
3号給  （人）

2号給  （人） 1
3号給  （人）前 　年　 度

職員数（Ａ）　　　　　　　　（人） 8 8
昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

1
1号給  （人）

8号給  （人）
比率（Ｂ）／（Ａ）  　　　   （％） 100.0 100.0 #DIV/0!

4号給  （人） 5

- 10 -



　　　オ．期末手当・勤勉手当

6月（月分） 12月（月分）

2.300 2.300 4.600 R7.4.1現在

2.250 2.250 4.500 R6.4.1現在

2.300 2.300 4.600 R7.4.1現在

　　　カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の 退 職 時
（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等 特別昇給

国の制度
（支給率等）

　　　キ．その他の手当

国の制度
との異同

扶 養 手 当 異なる

住 居 手 当 同　　じ

安来市 国
　３，２００円 　４，２００円
　４，４００円 　７，１００円
　５，６００円 １０，０００円
　６，８００円 １２，９００円
　９，２００円 １５，８００円
１１，６００円 １８，７００円
１５，２００円 ２１，６００円
１８，２００円 ２４，４００円
２１，２００円 ２６，２００円
２２，４００円 ２８，０００円

２９，８００円
３１，６００円

４０㎞以上　４５㎞未満
３０㎞以上　３５㎞未満 ４５㎞以上　５０㎞未満

区　　分

通 勤 手 当

　４㎞以上　　６㎞未満

１０㎞以上　１５㎞未満 ２５㎞以上　３０㎞未満
１５㎞以上　２０㎞未満 ３０㎞以上　３５㎞未満

１０㎞以上　１５㎞未満

　８㎞以上　１０㎞未満
１５㎞以上　２０㎞未満

差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

　５㎞以上　１０㎞未満　２㎞以上　　４㎞未満

　安来市
　配偶者　 ６，５００円
　子　　　 １０，０００円

　国
　配偶者　　３，０００円
　子　　　　１１，５００円

区　　分
支給期別支給率 支給率計

　　　（月分）

47.709

前 　年 　度

国 の 制 度

本 　年 　度

支給率等 24.586875 33.27075 47.709

区　　分

備　　考

３～４５％

備　　考

有

有

定年前早期退職

有

制度上の段階、職務の級等
による加算措置

２～２０％

定年前早期退職

24.586875

　６㎞以上　　８㎞未満

異 な る

交 通 用 具 利 用 者

２０㎞以上　２５㎞未満

３５㎞以上　　　　　　　 ５０㎞以上　５５㎞未満
５５㎞以上　６０㎞未満
６０㎞以上　　　　　　　 

２０㎞以上　２５㎞未満 ３５㎞以上　４０㎞未満
２５㎞以上　３０㎞未満

33.27075 47.709 47.709
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（単位：千円）

１.　営　　業　　収　　益

(1) 下 水 道 使 用 料 547,073

(2) そ の 他 営 業 収 益 172,906 719,979

２.　営　　業　　費　　用

(1) 管 渠 費 70,061

(2) ポ ン プ 場 費 75,177

(3) 処 理 場 費 260,108

(4) 総 係 費 20,171

(5)
流域下水道管理運営費
負 担 金

110,089

(6) 減 価 償 却 費 992,919

(7) 資 産 減 耗 費 0 1,528,525

△ 808,546

３.　営　業　外　収　益

(1) 受取利息及び配当金 1

(2) 他 会 計 補 助 金 64,076

(3) 他 会 計 負 担 金 505,003

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 411,237

(5) 雑 収 益 3,626 983,943

４.　営　業　外　費　用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

107,902

(2) 雑 支 出 0 107,902 876,041

67,495

５.　特　　別　　利　　益

(1) そ の 他 特 別 利 益 0 0

６.　特　　別　　損　　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 336

(2) そ の 他 特 別 損 失 40,417

(3) 予 備 費 0 40,753 △ 40,753

26,742

　 0

26,742

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

令和６年度安来市下水道事業会計予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 損 失

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益
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（単位：円）

(1)

イ 土 地 192,678,326

ロ 建 物 760,564,374

減 価 償 却 累 計 額 △ 112,627,993 647,936,381

ハ 構 築 物 26,985,201,560

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,854,918,230 24,130,283,330

ニ 機 械 及 び 装 置 1,758,432,544

減 価 償 却 累 計 額 △ 337,012,203 1,421,420,341

ホ 車 輛 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 340,188

減 価 償 却 累 計 額 △ 45,593 294,595

ト 建 設 仮 勘 定 19,970,056

26,412,583,029

(2)

イ 施 設 利 用 権 976,343,061

ロ その他無形固定資産 0

976,343,061

27,388,926,090

(1) 711,258,990

(2) 126,770,055

△ 4,058,000 122,712,055

(3) 550

(4) 200,000

834,171,595

28,223,097,685

(1)

イ 建 設 改 良 企 業 債 13,375,234,059

13,375,234,059

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 116,774,608

116,774,608

13,492,008,667

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

３ ． 固 定 負 債

現 金 預 金

未 収 金

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

前 払 金

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ ． 流 動 資 産

令和６年度安来市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　産　の　部

1 ． 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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(1)

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,396,300,000

1,396,300,000

(2)

イ 営 業 未 払 金 83,332,110

ロ 営 業 外 未 払 金 6,878,450

ハ そ の 他 未 払 金 194,198,282

284,408,842

(3)

イ 賞 与 引 当 金 6,259,139

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,260,274

7,519,413

(4) 900,000

(5) 0

1,689,128,255

                                                                                                                                                   

(1) 12,403,597,262

(2) △ 1,309,894,124

11,093,703,138

26,274,840,060

(1)

イ 固 有 資 本 金 1,556,457,779

ロ 繰 入 資 本 金 0

ハ 組 入 資 本 金 0

1,556,457,779

(1) 0

0

(2)

イ 減 債 積 立 金 346,558,137

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 18,500,000

ニ 当年度未処分利益剰余金 26,741,709

391,799,846

391,799,846

1,948,257,625

28,223,097,685

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

６ . 資 本 金

引 当 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ . 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

４ . 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 金 合 計
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Ⅰ　重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ２０年

車輌運搬具 ６年

工具器具及び備品 ４～１５年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 ４５年

２　引当金の計上方法

①　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。

②　賞与引当金・法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

③　退職給付引当金

　当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額のうち、島根県市町村

総合事務組合に積立てた金額を控除した金額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

令 和 ６ 年 度 注 記 事 項
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Ⅱ　予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対

して一般会計が負担すると見込まれる額は７，３７０，９９５千円である。

Ⅲ　セグメント情報

１　報告セグメント情報の概要

　安来市下水道事業会計は、「公共下水道事業」、「特定環境保全公共下水道事業」

、「農業集落排水事業」、「簡易排水事業」、「小規模集合排水処理事業」、「公共

浄化槽等整備推進事業」及び「個別排水処理事業」を報告セグメントとしている。各

報告セグメントの対象とする処理区は以下のとおりである。

安来処理区
安来処理分区
飯島処理分区
荒島西処理分区
荒島南処理分区
荒島東処理分区
神塚処理分区
赤江処理分区
さぎの湯処理分区

単独公共下水道

伯太地内

個別排水処理事業

小規模集合排水処理事業
広瀬地内

布部飯田
西谷
日次

公共浄化槽等整備推進事業

簡易排水事業 伯太地内

寸次
仲村
与一畑
粕原
守合

井尻地区
安田地区
赤屋地区
横屋地区
峠之内地区

特定環境保全
公共下水道事業

流域関連公共下水道 広瀬地内 広瀬処理区

農業集落排水事業

安来地内

宇賀荘地区
大塚地区
能義地区
吉田地区

広瀬地内
西比田地区
布部地区

伯太地内

母里地区
古市地区

事業名 処理区

公共下水道事業
流域関連公共下水道

安来地内

吉佐処理区
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２　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和６年４月１日　至　令和７年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落排水

事業
簡易排水事業

営業収益 499,633 62,055 106,427 2,164

営業費用 797,826 133,048 409,561 10,860

営業外収益 401,482 111,694 320,649 9,447

営業外費用 59,633 13,006 31,449 300

営業損益 △ 298,193 △ 70,993 △ 303,134 △ 8,696

経常損益 43,656 27,695 △ 13,934 451

セグメント資産 18,520,824 2,578,107 6,391,617 71,054

セグメント負債 17,089,570 1,992,119 6,184,692 55,325

その他の項目

　他会計補助金 3,917 255 32,750 4,508

　他会計負担金 169,940 80,445 175,494 2,404

　減価償却費 566,906 94,546 241,900 4,353

　支払利息 59,633 13,006 31,449 300

　特別利益 0 0 0 0

　特別損失 39,319 46 1,262 27

　　うち減損損失 0 0 0 0

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

337,302 △ 53,638 △ 236,447 △ 4,081

小規模集合排水
処理事業

公共浄化槽等
整備推進事業

個別排水処理
事業

合計

営業収益 845 45,010 3,845 719,979

営業費用 8,438 161,524 7,268 1,528,525

営業外収益 7,974 128,521 4,176 983,943

営業外費用 388 2,526 600 107,902

営業損益 △ 7,593 △ 116,514 △ 3,423 △ 808,546

経常損益 △ 7 9,481 153 67,495

セグメント資産 92,689 557,195 11,612 28,223,098

セグメント負債 70,511 820,080 62,543 26,274,840

その他の項目

　他会計補助金 3,024 17,044 2,578 64,076

　他会計負担金 4,577 70,545 1,598 505,003

　減価償却費 4,491 80,723 0 992,919

　支払利息 388 2,526 600 107,902

　特別利益 0 0 0 0

　特別損失 27 45 27 40,753

　　うち減損損失 0 0 0 0

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

△ 4,219 △ 40,305 0 △ 1,388
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（単位：円）

(1)

イ 土 地 192,678,326

ロ 建 物 760,564,374

減 価 償 却 累 計 額 △ 144,186,993 616,377,381

ハ 構 築 物 27,550,573,198

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,640,180,230 23,910,392,968

ニ 機 械 及 び 装 置 2,033,804,824

減 価 償 却 累 計 額 △ 468,643,203 1,565,161,621

ホ 車 輛 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 340,188

減 価 償 却 累 計 額 △ 45,593 294,595

ト 建 設 仮 勘 定 19,970,056

26,304,874,947

(2)

イ 施 設 利 用 権 995,232,880

ロ その他無形固定資産 0

995,232,880

27,300,107,827

(1) 774,318,265

(2) 123,166,780

△ 4,266,000 118,900,780

(3) 550

(4) 200,000

893,419,595

28,193,527,422

(1)

イ 建 設 改 良 企 業 債 13,269,836,059

13,269,836,059

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 116,774,608

116,774,608

13,386,610,667

未 収 金

令和７年度安来市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

1 ． 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

２ ． 流 動 資 産

現 金 預 金

固 定 負 債 合 計

貸 倒 引 当 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　債　の　部

３ ． 固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計
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(1)

イ 建 設 改 良 企 業 債 1,339,798,000

1,339,798,000

(2)

イ 営 業 未 払 金 83,332,110

ロ 営 業 外 未 払 金 1,378,450

ハ そ の 他 未 払 金 194,198,282

278,908,842

(3)

イ 賞 与 引 当 金 5,967,139

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,198,274

7,165,413

(4) 900,000

(5) 0

1,626,772,255

                                                                                                                                                   

(1) 12,927,317,476

(2) △ 1,721,934,124

11,205,383,352

26,218,766,274

(1)

イ 固 有 資 本 金 1,556,457,779

ロ 繰 入 資 本 金 0

ハ 組 入 資 本 金 0

1,556,457,779

(1) 0

0

(2)

イ 減 債 積 立 金 346,558,137

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 18,500,000

ニ 当年度未処分利益剰余金 53,245,232

418,303,369

418,303,369

1,974,761,148

28,193,527,422

引 当 金

４ . 流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

未 払 金 合 計

自 己 資 本 金

引 当 金 合 計

預 り 金

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

５ . 繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　本　の　部

６ . 資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

７ . 剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅰ　重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１　固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

建物 ５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 ２０年

車輌運搬具 ６年

工具器具及び備品 ４～１５年

②　無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法 定額法

・主な耐用年数

流域下水道施設利用権 ４５年

２　引当金の計上方法

①　貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額

を計上している。

②　賞与引当金・法定福利費引当金

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらにかかる法定福利費の支出に備

えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計

上している。

③　退職給付引当金

　当事業年度末における職員に対する退職手当の要支給額のうち、島根県市町村

総合事務組合に積立てた金額を控除した金額を計上している。

３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

令 和 ７ 年 度 注 記 事 項
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Ⅱ　予定貸借対照表に関する注記

１　企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のもの含む）の償還に対

して一般会計が負担すると見込まれる額は６，９１０，３５７千円である。

Ⅲ　セグメント情報

１　報告セグメント情報の概要

　安来市下水道事業会計は、「公共下水道事業」、「特定環境保全公共下水道事業」

、「農業集落排水事業」、「簡易排水事業」、「小規模集合排水処理事業」、「公共

浄化槽等整備推進事業」及び「個別排水処理事業」を報告セグメントとしている。各

報告セグメントの対象とする処理区は以下のとおりである。

安来処理区
安来処理分区
飯島処理分区
荒島西処理分区
荒島南処理分区
荒島東処理分区
神塚処理分区
赤江処理分区
さぎの湯処理分区

単独公共下水道

伯太地内
公共浄化槽等整備推進事業
個別排水処理事業

小規模集合排水処理事業
広瀬地内

布部飯田
西谷
日次

粕原
守合

農業集落排水事業

安来地内

宇賀荘地区
大塚地区
能義地区
吉田地区

広瀬地内
西比田地区

簡易排水事業 伯太地内

寸次
仲村
与一畑

布部地区

伯太地内

母里地区
古市地区

安田地区
赤屋地区
横屋地区
峠之内地区

井尻地区

特定環境保全
公共下水道事業

流域関連公共下水道 広瀬地内 広瀬処理区

事業名 処理区

公共下水道事業
流域関連公共下水道

安来地内

吉佐処理区
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２　報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
農業集落排水

事業
簡易排水事業

営業収益 503,811 59,818 98,182 2,027

営業費用 817,314 136,822 398,481 9,285

営業外収益 454,545 109,064 283,787 6,960

営業外費用 69,419 11,545 28,146 227

営業損益 △ 313,503 △ 77,004 △ 300,299 △ 7,258

経常損益 71,623 20,515 △ 44,658 △ 525

セグメント資産 18,651,988 2,497,840 6,345,514 67,298

セグメント負債 17,149,111 1,891,337 6,183,247 52,094

その他の項目

　他会計補助金 0 0 0 2,042

　他会計負担金 212,887 77,481 171,424 2,344

　減価償却費 582,808 95,813 239,123 4,393

　支払利息 69,300 11,500 28,100 200

　特別利益 0 0 0 0

　特別損失 0 0 0 0

　　うち減損損失 0 0 0 0

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

34,112 △ 80,178 △ 21,669 △ 3,667

小規模集合排水
処理事業

公共浄化槽等
整備推進事業

個別排水処理
事業

合計

営業収益 820 43,637 3,764 712,059

営業費用 7,274 160,089 7,165 1,536,430

営業外収益 6,028 97,814 5,313 963,511

営業外費用 327 2,445 527 112,636

営業損益 △ 6,454 △ 116,452 △ 3,401 △ 824,371

経常損益 △ 753 △ 21,083 1,385 26,504

セグメント資産 90,889 528,113 11,885 28,193,527

セグメント負債 69,465 812,080 61,432 26,218,766

その他の項目

　他会計補助金 1,961 0 3,235 7,238

　他会計負担金 3,684 64,773 1,585 534,178

　減価償却費 3,545 71,062 0 996,744

　支払利息 300 2,400 500 112,300

　特別利益 0 0 0 0

　特別損失 0 0 0 0

　　うち減損損失 0 0 0 0

有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

△ 2,819 △ 14,870 273 △ 88,818
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令 和 ７ 年 度

安来市下水道事業会計予算明細書
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令和７年度安来市下水道事業会計予算明細書

（収益的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 下水道事業収益 1,730,171 1,802,396 △ 72,225

1 営 業 収 益 763,860 739,987 23,873

1 下水道使用料 569,812 598,157 △ 28,345

2 その他営業収益 194,048 141,830 52,218

2 営業外収益 966,311 1,062,409 △ 96,098

1 受取利息及び 1 1 0

配 当 金

2 他会計補助金 7,238 19,091 △ 11,853

3 他会計負担金 534,178 619,323 △ 85,145

4 長期前受金戻入 412,040 409,989 2,051

5 消 費 税 及 び 2,800 0 2,800

地 方 消 費 税

6 雑 収 益 10,054 14,005 △ 3,951

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

51,797

51,797

51,797

下 水 道 使 用 料 569,812 51,797

0

他 会 計 負 担 金 171,989 0

国 庫 補 助 金 22,000 0

手 数 料 59 0

雑 収 益 0 0

0

0

預 金 利 息 1 0

0

他 会 計 補 助 金 7,238 0

0

他 会 計 負 担 金 534,178 0

0

長期前受金戻入（他会計補助金） 57,031 0

長期前受金戻入（他会計負担金） 37,549 0

長期前受金戻入（補助金） 288,521 0

長 期 前 受 金 戻 入 （ 負 担 金 等 ） 22,236 0

長期前受金戻入（受贈財産評価額） 6,702 0

その他長期前受金戻入 1 0

0

消費税及び地方消費税 2,800 0

0

罹 災 共 済 金 0 0

工 事 負 担 金 10,000 0

そ の 他 雑 収 益 54 0

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 下水道事業費用 1,699,761 1,771,645 △ 71,884

1 営 業 費 用 1,585,591 1,615,058 △ 29,467

1 管 渠 費 97,456 97,847 △ 391

2 ポ ン プ 場 費 73,720 89,394 △ 15,674

3 処 理 場 費 282,245 298,207 △ 15,962

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

49,240

49,203

6,430 人件費 26,988

給 料 13,222 0 清掃委託料 2,930

手 当 等 6,119 33 保守点検委託料 6,150

法 定 福 利 費 3,836 0 管路台帳業務委託料 5,900

退 職 手 当 負 担 金 1,058 0 検査委託料 3,880

備 消 品 費 30 3 情報配信サービス委託料 1,420

光 熱 水 費 8,268 751 その他委託料 130

印 刷 製 本 費 10 1

通 信 運 搬 費 828 76

委 託 料 20,410 1,863

手 数 料 1,095 101

賃 借 料 36 0

修 繕 料 13,400 1,219

工 事 請 負 費 19,200 1,746

負 担 金 7,053 637

保 険 料 191 0

賞 与 引 当 金 繰 入 2,246 0

法定福利費引当金繰入 454 0

6,696 保守点検委託料 2,260

備 消 品 費 1,200 110 汚泥等処理委託料 4,400

燃 料 費 25 2 その他委託料 47,000

光 熱 水 費 5,040 459

通 信 運 搬 費 519 48

委 託 料 53,660 4,879

手 数 料 1,570 143

修 繕 料 11,600 1,055

保 険 料 106 0

24,202 人件費 10,976

給 料 5,685 0 清掃委託料 800

手 当 等 2,382 26 保守点検委託料 9,250

法 定 福 利 費 1,572 0 管路台帳業務委託料 1,500

退 職 手 当 負 担 金 455 0 検査委託料 250

備 消 品 費 1,590 145 情報配信サービス委託料 930

燃 料 費 45 4 汚泥等処理委託料 4,170

光 熱 水 費 82,452 7,498 維持管理業務委託料 131,100

通 信 運 搬 費 2,856 260

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

4 総 係 費 23,026 23,455 △ 429

5 流域下水道管 112,400 116,700 △ 4,300

理運営費負担金

6 減 価 償 却 費 996,744 989,455 7,289

7 資 産 減 耗 費 0 0 0

2 営業外費用 112,670 114,300 △ 1,630

1 支払利息及び 112,300 108,800 3,500

企業債取扱諸費

2 消 費 税 及 び 0 5,500 △ 5,500

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 370 0 370

3 特 別 損 失 0 40,787 △ 40,787

1 過 年 度 損 益 0 370 △ 370

修 正 損

2 その他特別損失 0 40,417 △ 40,417

4 予 備 費 1,500 1,500 0

1 予 備 費 1,500 1,500 0

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

委 託 料 148,000 13,462

手 数 料 5,930 67

修 繕 料 20,130 1,832

工 事 請 負 費 9,980 908

負 担 金 32 0

保 険 料 274 0

賞 与 引 当 金 繰 入 720 0

法定福利費引当金繰入 142 0

1,656 賦課徴収委託料 14,535

報 償 費 424 0 滞納徴収委託料 996

通 信 運 搬 費 32 3 その他委託料 1,500

委 託 料 17,031 1,553

手 数 料 346 32

負 担 金 927 68

貸 倒 引 当 金 繰 入 4,266 0

貸 倒 損 失 0 0

10,219

流域下水道管理運営費負担金 112,400 10,219

0

有形固定資産減価償却費 948,452 0

無形固定資産減価償却費 48,292 0

0

固 定 資 産 除 却 損 0 0

37

0

企 業 債 利 息 94,300 0

借 入 金 利 息 18,000 0

0

消費税及び地方消費税 0 0

37

そ の 他 雑 支 出 370 37

0

0

過年度損益修正損 0 0

0

手 当 等 0 0

引 当 金 繰 入 0 0

そ の 他 特 別 損 失 0 0

0

0

予 備 費 1,500 0

節
説 明
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（資本的収入及び支出）

本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資 本 的 収 入 1,845,941 1,708,752 137,189

1 企 業 債 1,234,400 910,700 323,700

1 企 業 債 1,234,400 910,700 323,700

2 他会計補助金 182,284 187,738 △ 5,454

1 他会計補助金 182,284 187,738 △ 5,454

3 他会計負担金 166,251 296,174 △ 129,923

1 他会計負担金 166,251 296,174 △ 129,923

4 負 担 金 等 23,026 29,149 △ 6,123

1 受益者負担金 11,309 23,594 △ 12,285

2 工 事 負 担 金 7,200 0 7,200

3 受益者分担金 4,517 5,555 △ 1,038

5 補 助 金 228,962 269,975 △ 41,013

1 補 助 金 228,962 269,975 △ 41,013

6 その他資本的 11,018 15,016 △ 3,998

収 入

1 水洗便所改造資 11,000 15,000 △ 4,000

金貸付金預託金

2 その他資本的 18 16 2

収 入

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

0

0

0

下 水 道 事 業 債 615,500 0

流域下水道事業債 58,700 0

資 本 費 平 準 化 債 535,600 0

特 別 措 置 分 24,600 0

0

0

他 会 計 補 助 金 182,284 0

0

0

他 会 計 負 担 金 166,251 0

0

0

受 益 者 負 担 金 11,309 0

0

工 事 負 担 金 7,200 0

0

受 益 者 分 担 金 4,517 0

0

0

補 助 金 228,962 0

0

0

水洗便所改造資金貸付金預託金 11,000 0

0

その他資本的収入 18 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

節
説 明
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

1 資 本 的 支 出 2,398,935 2,292,088 106,847

1 企業債償還金 1,396,300 1,394,800 1,500

1 企業債償還金 1,396,300 1,394,800 1,500

2 建設改良費 990,135 880,788 109,347

1 管路建設改良費 614,150 757,299 △ 143,149

2 処 理 場 建 設 302,085 67,489 234,596

改 良 費

3 流 域 下 水 道 58,900 56,000 2,900

建設費負担金

4 単 独 下 水 道 15,000 0 15,000

建設費負担金

3 その他資本的 11,000 15,000 △ 4,000

支 出

1 水洗便所改造資 11,000 15,000 △ 4,000
金貸付金預託金

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

82,227

0

0

企 業 債 償 還 金 1,396,300 0

82,227

48,787 人件費 47,169

給 料 23,319 0 汚水管渠整備工事 439,800

手 当 等 14,109 54 汚水物件移転補償費 31,000

法 定 福 利 費 7,792 0 汚水設計委託料 52,000

退 職 手 当 負 担 金 1,866 0 浦ケ部雨水渠整備工事 33,500

旅 費 840 77 雨水設計委託料 1,000

備 消 品 費 1,700 156

印 刷 製 本 費 810 74

委 託 料 58,400 5,311

工 事 請 負 費 473,300 43,030

補 償 金 31,000 0

負 担 金 1,014 85

26,720 人件費 8,445

給 料 2,492 0 浄化槽設置工事 50,400

手 当 等 2,325 20

法 定 福 利 費 1,293 0

退 職 手 当 負 担 金 200 0

旅 費 60 6

備 消 品 費 180,750 16,433

印 刷 製 本 費 500 46

委 託 料 40,000 3,637

工 事 請 負 費 72,300 6,575

負 担 金 43 3

報 酬 2,122 0

5,356

流域下水道建設費負担金 58,900 5,356

1,364

単独下水道建設費負担金 15,000 1,364

0

0

水洗便所改造資金貸付金預託金 11,000 0

説 明
節
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本 年 度 前 年 度

予 定 額 予 算 額

4 予 備 費 1,500 1,500 0

1 予 備 費 1,500 1,500 0

款 項 目 増 減
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（単位：千円、税込額）

う ち

区 分 金 額 消 費 税 分

0

0

予 備 費 1,500 0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

説 明
節
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●年度別借入額・償還額及び地方債残高の状況 （単位：千円）

R3 R4 R5 R6 R7

757,500 699,400 712,800 1,506,900 1,234,400

元金 973,131 976,193 929,647 1,394,974 1,396,300

利子 92,571 78,678 69,423 98,883 94,300

計 1,065,702 1,054,871 999,070 1,493,857 1,490,600

11,084,044 10,807,251 10,590,404 14,527,040 14,365,140

年度

借入額

償
還
額

地方債残高

＊R5までは決算数値、R6は決算見込、R7は当初予算額（R5まで生活排水処理事業特別会計分を除く）

758 699 713

1,507

1,234

973 976 930

1,395 1,396

0

500

1,000

1,500

2,000

R3 R4 R5 R6 R7

（百万円）

（年度）

年度別借入額・償還額
借入額 償還額

11,084 10,807 10,590

14,527 14,365

0

5,000

10,000

15,000

20,000

R3 R4 R5 R6 R7
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議第  号 

   令和７年度安来市下水道事業会計予算 説明資料 

上下水道部下水道課 

 

 〇移動脱水車更新事業（第１款 資本的支出 第２項 建設改良費） 

 

１．事業概要 

 本市には安来地域に４施設、広瀬地域に２施設、伯太地域に６施設で計

１２の農業集落排水施設があり、発生した汚泥を民間の堆肥化施設に搬入し

堆肥としてリサイクルしている。 

 その過程で、汚泥を脱水して固形化する作業工程があり、伯太地域では脱

水機を完備する２施設に汚泥を搬入して対応しているが、安来地域・広瀬地

域には脱水機を完備する施設がなく、市が所有する移動脱水車１台が各施設

を巡回して作業を行っている。 

 移動脱水車の耐用年数は１５～２０年とされているところ、当該車両は平

成１４年度に購入後２２年が経過しており、直近２年で５箇所の修理が発生

している。型が古く調達が困難な部品も出てきており、今後さらに故障が頻

発すると業務に多大な支障をきたすため更新するもの。 

 

２．事業費及び財源内訳 

（１）事業費         １８０，０００千円 

（２）財源内訳 過疎債     ９０，０００千円 

        下水道事業債  ９０，０００千円 

 

３．移動脱水車の仕様  

車両：６トン車（車両総重量１１トン未満）乗車定員２人 

車両寸法：長さ７，３００ｍｍ×幅２，２００ｍｍ×高さ３，３００ｍｍ 

脱水機：多重円板型脱水機（処理能力１８～６０ｋｇＤＳ／ｈ） 
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福井地区

安来地区

切川地区

新十神ポンプ場屋根防水工事

飯島汚水１号幹線管渠（その６）工事

黒鳥枝線汚水管渠（その３）工事

汚水管渠整備

雨水渠整備

業務委託

安来市令和７年度 要望箇所

黒井田枝線汚水管渠（その１）工事

雨水管理総合計画策定

黒鳥マンホールポンプ設置工事

ストックマネジメント計画（第２期）策定

マンホールポンプ場改築工事

マンホールポンプ場改築工事
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